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権
利
利
益
の
保
護
を
図
る
と
と
も

に
個
人
情
報
の
開
示
を
請
求
す
る

権
利
を
明
ら
か
に
す
る
も
の
で
す
。

　

さ
ら
に
、
開
か
れ
た
市
政
運
営

の
実
現
の
た
め
、
市
の
政
策
形
成

に
関
す
る
審
議
の
過
程
を
市
民
の

皆
さ
ん
が
知
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
、
審
議
会
等
の
会

議
に
つ
い
て
も
公
開

し
て
い
ま
す
。

　

市
民
の
皆
さ
ん
に

は
、
こ
の
制
度
を
利

用
し
て
い
た
だ
き
、

市
政
へ
の
一
層
の
ご

理
解
と
市
民
参
加
の

行
政
運
営
に
ご
協
力

を
お
願
い
し
ま
す
。

※
平
成
28
年
度
の
実

施
状
況
は
上
表
の
と

お
り
で
す
。

■
問
い
合
わ
せ

総
務
課 

総
務
担
当

（
内
線
３
３
４
）

農振除外・情報公開制度

　農地の転用には許可が必要です！

農業振興地域整備計画の変更（農振除外）の申出を受付
　農用地区域の農地を、農業以外の目的に利用するためには、農業
委員会における転用手続きを行う前に、農用地区域から除外する必
要があります。
　ただし、農用地区域からの除外を申請しても、転用目的・申請
地・所有地等の状況によっては農用地区域から除外できない場合が
あります。今回は、農振除外後、早期の転用が確実で、転用目的が
明確であり、緊急を要するものが対象となります。（大規模な計画や、
具体性・緊急性に欠ける案件は対象外です。）
■申出受付期間　８月 21 日（月）～９月１日（金）
　※申出は期日厳守でお願いします。受付は平日のみとなります。
■申 出 方 法　農林課窓口・市ホームページにある申出書に、添付書類を添えて提出してください。
■除 外 要 件　次の５つの除外要件を全て満たすものに限り受付します。
　１．農用地区域（申出地）以外に農振除外地・宅地・雑種地等、代替すべき土地を所有していないこと。
　２．農用地区域内における農用地の集団化、農作業の効率化、その他農業上の利用に支障を及ぼす恐れがな
　　　いこと。
　３．担い手農業者等に対し、大規模な除外により、安定的な営農、経営する一団の農用地の集団化、農地の
　　　利用集積に支障を及ぼさないこと。
　４．農用地区域内の農業用排水施設の分断や、排水の阻害等、農業用施設の機能に支障を及ぼす恐れがない
　　　こと。
　５．国の直轄または補助による土地改良事業、またはこれに準ずる事業で農業用排水路の新設、区画整理、
　　　農用地の造成等の施工に係る区域にある場合は、事業の工事が完了した年度の翌年から起算して８年を
　　　経過した土地であること。
　※除外申出地が農用地区域から除外されても、予定する事業計画が実施されない場合には、再度、農用地
　　区域へ編入することとなります。
■除外となるまでの期間
　農振除外が決定されるまでに 1 年前後の期間を要しています。事業計画を検討する際にはご注意ください。
■問い合わせ　農林課 農林振興担当（内線 223 ～ 225）

　

情
報
公
開
制
度
は
、
個
人
の
知

る
権
利
を
尊
重
し
、
市
の
所
有
す

る
情
報
の
公
開
を
請
求
す
る
権
利

を
保
障
す
る
も
の
で
す
。
ま
た
、

個
人
情
報
保
護
制
度
は
、
個
人
の

　
市
民
の
皆
さ
ん
に
身
近
で
開
か
れ
た
市
政
を
目
指
し
て

平
成
28
年
度
情
報
公
開
・
個
人
情
報
保
護
制
度
及
び

審
議
会
等
の
会
議
の
公
開
状
況

請求区分
実施機関

（開示の決定を
行う機関）

請求件数
開示・非開示の内訳

全部開示 部分開示 非開示 文書不存在 取下げ

情報公開
（公文書等）

市　長 24 8 11 2 2 1
教育委員会 1 0 1 0 0 0
監査委員 1 0 0 0 0 1
議　会 3 3 0 0 0 0
合　計 29 11 12 2 2 2

個人情報
保護

市　長 2 1 0 0 0 1
合　計 2 1 0 0 0 1

公開を行っている審議
会等のうち、開催され
た会議の件数

傍聴人数
公開件数 非公開件数

70 件 61 件 9 件 56 人
情報公開窓口

宅地

畑


